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１． 研究計画の概要 

デニズンシップとは、国際移民のホスト社
会への適応にみられる新しい形態に仮に与
えた名称である。かつて、移民がホスト社会
に適応するには文化的に同化するしかない
とされていた時代があった。すべての適応は
「同化」→経済的上昇→国籍（シティズンシ
ップ）取得、という順序を踏んで進むものと
考えられていた。本研究課題はその代わりに、
経済的ニッチの獲得→非同化エスニック集
団としての団体形成を通じてのホスト社会
との交渉→非同化を前提としてのホスト社
会における地位（デニズンシップ）の制度化、
というもうひとつのモデルを提示しようと
するものである。研究対象は、アメリカ合衆
国におけるヒスパニックとアジア系、ヨーロ
ッパにおけるムスリムの二つの先端事例と
し、これらとインド洋圏における華僑・印僑
という古典的事例、アフリカン・アメリカン
と在日・韓国朝鮮人という参照事例との比較
検討から解明することをめざす。 

 

２． 研究の進捗状況 

(1) フィールド調査：平成 20 年度に 4 回、
21 年度に 5 回、22 年度に 3 回、計 12 回
の海外調査を実施した。うち 2 回は、専
門分野・地域を異にする研究者各 5 名に
よる共同調査であり、第 1 回をケニア・
タンザニアで、第 2 回をルーマニア・ポ
ーランドで実施した。 

(2) 研究会：平成 20 年度に 6 回、21 年度に
5 回、22 年度に 5 回開催し、うち 3 回は
ゲストを招いた。さらに 22 年度には東京
大学地域文化研究専攻と共催でシンポジ
ウム「移民・ホスト社会・人権 」を開催
し、研究代表者高橋、連携研究者増田・

外村が中仕切りの報告をし、討論を行っ
た。 

(3) 二次文献を中心に資料の収集・整理を進
めた。 

 

３．現在までの達成度 

 ①当初の計画以上に進展している。 

 （理由） 

(1) 理論的新展開があった。(a)グローバル化
による新しいトランスナショナルな適応
形態の出現の指摘。「研究計画の概要」の
項で述べたように、計画段階では、従来
の「同化」にかわる移民のホスト社会へ
の新しい適応形態（デニズンシップ）と
して、団体形成によるホスト社会との交
渉を通じて、文化的・言語的・宗教的独
自性とアイデンティティを保持したまま
での「編入」ないし「統合」を考えてい
た。このモデルは時期的には戦後～石油
危機の時期に流入した移民に該当するが、
1990 年代頃から、同じく非「同化」であ
るがこれとは別の適応形態が姿をあらわ
した。グローバル化の進展と交通通信手
段の飛躍的な発達により、移民と送出国
社会との間の絆は移住によっても断たれ
ることがなくなり、このトランスナショ
ナルな絆があるために、移民はアイデン
ティティへの脅威を感知せず、そのため
に、積極的にホスト社会と交渉する動機
づけに乏しく、団体形成にも消極的であ
る。(b)トランスナショナル適応形態につ
いてはすでに先行研究があるが、それは
移民の上層の一部が、二文化リテラシー
とトランスナショナル・ネットワークを
活かして企業活動を展開し、その結果パ
ーマネント・リターンではない形で送出
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国社会においても高い地位をかちとる、
との文脈においてであった。しかしその
ような選ばれた少数者が展開する積極的
形態とは別に、単に団体形成や交渉の意
思に乏しいという、いわば負の記号を帯
びたトランスナショナル性が、いわゆる
ニューカマーの特性ではないか、との問
題提起がなされた。 

(2) 新しい研究課題が提起された。(a)ホスト
社会とニューカマーの関係。団体形成と
交渉をしないニューカマーは、ホスト社
会、とりわけ地方行政にとって、在来型
の移民に比べて捕捉しにくい存在となる。
とすれば、ホスト社会内で団体形成をい
わば代行する NPO などの役割が高まる
ことが予想される。(b)第二世代の問題。
ニューカマー第一世代は「同化」も「交
渉」もしなくてすむが、かれらがホスト
社会で生み落とし、他に教育機会がない
のでホスト社会の公立学校に入学させる
第二世代はそうではない。親が「交渉」
する志向も能力ももたないので、かれら
は適応のためにネイティブ・ピアに「同
化」するしかなく、親の送出国の言語・
文化と疎遠になり、さらにかれらに比べ
て適応度の低い第一世代との間で、家族
内の「役割逆転」の現象が生じる。この
結果、かれらは非常に複雑なアイデンテ
ィティ問題をかかえることになり、それ
を自力で克服できない層はホスト社会に
おける「アンダークラス」を形成する可
能性がある。おそらく将来公立学校・地
方行政・NPO 等が最も困難な対応を迫ら
れるのは、このニューカマー第二世代の
問題であろう。 

 

４．今後の研究の推進方策 
(1)既定の路線の研究の推進。「研究計画
の概要」に示した「団体形成→交渉」型
のデニズンシップのモデルは、たとえば
ヨーロッパにおけるムスリム（かれらは
戦後移民とその子弟である）などにおい
てはなお有効である。かれらの統合はむ
しろホスト社会側に、宗教団体の公的場
面での活動を認めないなどの特殊性が
あることにより妨げられている部分が
大きい。(2)新しく提起された問題の追
究。トランスナショナルな性格を持つニ
ューカマー的適応形態についてさらに
検討する。しかし、上記「現在までの達
成度」（理由）(2)に示した二つの新課題、
(1)団体形成にも交渉にも消極的なニュ
ーカマー移民をホスト社会の地方行政
がどのように捕捉するか、(2)とりわけ、
複雑なアイデンティティ問題を抱える
と思われるその第二世代に対して、高率
教育機関と地方行政が有効なケアの体

制をいかにしてうちたてるか、について
は、本研究課題においては問題提起の精
緻化にとどめる予定である。 
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